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事業創造大学院大学事業創造研究科（専門職学位課程） 

2025年度秋学期 入学選考試験（国内第 2次入試） 

記述式試験問題（A） 

問題Ⅰ：次の文章を読んで、各設問に答えなさい。 

東証プライム上場で女性役員の割合が 3 割以上の企業は 68 社で、全体の 3.7%にとどま

ることが日本経済新聞社の集計で分かった。政府は 2030 年までにプライム企業の女性役員

比率を 30%以上にする目標を掲げているが、道半ばだ。(1) 

プライム企業の女性役員は 2810 人で全体の 13.3%。前の年度に比べて 1.9 ポイント増え

た。ただフランスや英国などは 4 割を超えており、海外と比べると水準は低い。女性役員 3

割以上の企業の割合も前の年度（2.7%）から 1 ポイント増にとどまっている。 

政府は 6 月に「女性版骨太の方針」を決定。プライム企業の女性役員比率を 30%以上と

する目標を明記したほか、25 年をめどに少なくとも 1 人は女性役員を登用するよう促して

いる。 

女性役員ゼロは 200 社と全体の 10.9%だった。前の年度（345 社で全体の 18.9%）から

減っている。海外投資家らが女性役員ゼロ企業のトップ再任に反対するなど厳しい姿勢を

見せていることもあり、経営陣は多様になりつつある。 

個別企業をみると、女性比率が最も高かったのは人材サービスのディップで、21 年度の

30%から 55.6%に上昇した。ただ 9 人中 5 人の女性は全員が社外役員だ。ローソンとニデ

ックも女性比率は 5 割に上るが、女性全員が社外だ。 

今後は社外だけに頼らず、社内での人材育成がより求められる。政府は 20 年代の早い時

期に、管理職の女性比率の 30%への引き上げを目指す。管理職から役員へという女性登用

のパイプライン構築が欠かせない。 

キリンホールディングスは1985年入社の坪井純子常務執行役員が新たに取締役に就任し

た。これまで女性役員は社外 4 人だったが、坪井氏が加わって女性比率は 29.4%になった。 

入社からの約 10 年で多くの業務を担当し長期的なキャリアを描きやすくする「早回しキ

ャリア」を導入して女性社員を育成。磯崎功典社長は「登用の道筋をきちんと示すことでキ

ャリアを目指しやすくなる。会社でサポートできることは何でもやる」と話す。 

よりよい意思決定には多様性が欠かせないと日本企業に改革を迫るのが機関投資家らだ。

世界最大級の政府系ファンドのノルウェー政府年金基金は今年の株主総会から女性取締役

がいない日本企業の取締役会議長などの選任に反対。内閣府によれば、投資判断に女性活躍

情報を活用する機関投資家らは全体の約 3 分の 2 に上る。 

日本は米欧と比べて女性役員の割合が低い。経済協力開発機構（OECD）によれば、女性

役員比率は平均で 29.6%（22 年）。フランス（45.2%）や英国（40.9%）などは 4 割を超す。 

 

（日本経済新聞 2023 年 8 月 5 日［社説］より抜粋） 

著作権の関係で掲載いたしません 



設問１：この文章を要約しなさい。（２００字程度） 

 

 

設問２：下線部（１）のような状態になっている原因について、できる限り具体例をあげな

がら説明しなさい。（４００字程度） 

 

 

設問３：女性役員比率を向上させることにつながる施策について述べなさい。（４００字程

度） 

 

 

 

 

 

 

 


